
求 人 者 の 皆 さ ま へ
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ま た、複数の事業者と 契約する には特に、ど のよ う な場合に利用料金や違約金が発生する か

内容・条件を よ く 確認しま し ょ う 。（事業者から求人者に対し、あらかじめ誤解が生じないよう、

利用料金や違約金等の内容・条件を明示する義務を課すことにしました。（令和７年４月施行））

ト ラ ブルの例

募集情報を提供する事業の中には、求人者の方からサービス利用料金（情報提供代金）を労働者採用

後に「成功報酬」という形で、徴収するものがあります。（成功報酬型の募集情報等提供事業）

求人者・求職者が同様のサービスを提供する事業者（A,B）それぞれのサービスを利用し採用決定後

に求人者が当該複数の事業者（A,B）の双方から料金を請求されることになり、違約金も請求される

トラブルが発生しています。（求職者から事業者への採用決定報告に対して、事業者がその求職者に

金銭を提供することが、複数の事業者への採用決定報告につながり、求人者が採用決定と直接関係

があるとの認識のない事業者からも請求を受けるなどの事案が発生していました。このため、募集情

報等提供事業者によ る 労働者への金銭等提供を 禁止しました。（令和７ 年４ 月施行））

複数の事業者から利用料金等を請求さ れるトラブルが増えています

労働者の採用を仲介した雇用仲介事業者を

正しく 把握しましょ う

都道府県労働局

■採用経路（直接募集、ハローワーク、職業紹介事業者、募集情報等提供事業者）

■職業紹介事業者や募集情報等提供事業者である場合には、どこの事業者の紹介や

情報提供により、求職者と面接等することになったか

■紹介・情報提供等のサービスを受けた日

■面接実施日 ■採用日 ■契約内容と有効期間 等

複数の雇用仲介事業者から 料金等請求があった際には、これら 記録によ り 雇用仲介

事業者と 料金等について相談しましょ う 。

求人者が 記録し て おく べき 内容

雇用仲介事業者Aが運営するサイトに無料登録し、応募者情報を得ていた求人
者Cが、求職者Dに直接連絡し、採用が決定したので利用料金をAに支払った。
その後、他の雇用仲介事業者Ｂにも登録していたDからBに対しても採用決定
報告がされたため、Ｂからも利用料金を支払うべきと言われている。

こ のよ う な ト ラ ブルを 避ける ため、ど の事業者の仲介で雇用が成立したのか、求人者は面接日

など必要な情報は記録しておき ましょ う 。

雇用関係
成立

雇用仲介事 業者A

雇用仲介事 業者 B

利 用 料 金 支 払 済

採 用 決 定 報 告

求職者D

求人者C



民間人材サービス（ 職業紹介、募集情報等提供）

を 利用する際の留意点

民間人材サービスの種類

職業紹介事業者 求人企業求職者
求職者情報登録

例１

求人情報登録

求人企業の紹介 求職者の紹介
マッ チン グ

応募

〈  求人者の皆さまへ 〉

～ト ラ ブ ルも 起き ています！契約内容を 十分確認の上、契約し てく ださ い～

料金や違約金をめぐるト ラ ブル事例

職業紹介事業における 事例

【  職業紹介事業 】

募集情報等提供事業における 事例

■職業紹介事業の利用には、求職者が就く 業務の年収の一定割合相当を紹介手数料として、紹介事業者に支払う 形が一般的です。

求人メ ディ ア
検索

（ 条件に合った求人情報の提供）

求人掲載依頼

リ コ メ ンド 掲載情報の確認

（ 条件に合った求職者情報の提供）

リ コ メ ンド

【  募集情報等提供事業 】

・ 定額やクリッ ク 回数に応じ て広告掲載料を支払う も の（ 掲載課金型）・ ・ ・ 上記の例１ に多い

・ システム利用料やスカウト メ ール送信料を定額や従量制で支払う も の・ ・ ・ 上記の例２ に多い

・ 採用１ 件ごとに成功報酬を支払う も の（「 成功報酬型」）・ ・ ・ 上記の例２ に多い

■募集情報等提供事業の利用には、以下のも のなど、様々な料金体系があります。

求人企業求職者

例２
人材データ ベース

（ 求職者情報を掲載）

求職者情報登録

求職者情報を検索

スカ ウト メ ール

求人企業求職者

○求人者の皆さまが、 人材を採用するために利用している民間人材サービスには、 あっせんを行う「 職業紹介事業」 のほかにも 、

「 求人メ ディ ア」や「 人材データベース」など、募集情報等を提供する事業（ 募集情報等提供事業）があります。

○例えば、ウェブ上に求人を載せたり 、応募やスカウト メ ールの発信を 、アプリ上で求人者・ 求職者間で直接行う 機能を提供

するサービスは「 募集情報等提供事業」になります。

○ある事業所で、紹介さ れた求職者を不採用とし た後、同一法人内の別の事業所が、そのこと を知らずに当該求職者を直接

採用し たケースで、紹介手数料の支払いを請求さ れた事例があります。（ 採用は事業所ごとに行っているが、事業者との契約

は法人名で締結さ れているため、違約金条項に該当するかどう かが、法人単位で判断さ れまし た。）

○成功報酬型のサービスを 利用している求人者が、人材採用後、その利用する 複数の事業者から 成功報酬を 請求さ れる

ケースが生じ ています。

○その際、当該採用と 直接関係があるとの認識がなく ても 、こう し た契約条項を設ける事業者から支払いを求めら れるケース

等があります。（ 採用の報告を怠った等として多額の違約金請求を受けるケースも 生じ ています。）

・ 都道府県労働局

（ ※） 募集情報等提供事業のう ち、「 成功報酬型」 と は、事業者が提供するサービス（ 求人メ ディア、人材データ ベース） を通じ て知り 得た労働者を採用

し た場合に、採用後、当該事業者に一定の料金（ いわゆる「 成功報酬」 ） を支払う 課金形態をとるも のです。

（ ※） こう し た事業者の中には、その機能を通じ て求人者の方がリコ メ ンド（ 条件に合った求職者情報の提供） を受け、または、スカウト メ ールを送った

求職者については、例えその時には採用に至らなかった場合であっても 、一定期間内に、他の事業者やハローワーク を通じ て、または直接、当該

労働者を採用し たときに、当初利用し た当該事業者に成功報酬を支払う よう 求める契約条項を設けているものもあります。



サービス利用時の留意点、契約前に確認いただきたい点

（ ※）職業紹介事業及び募集情報等提供事業に共通する留意事項　（ ※）紹介手数料も 性質的には成功報酬です

○複数の成功報酬型サービスをご利用する際には、採用する労働者について、以下のよう な採用の

経緯を整理しておき、他の事業者から 請求を受けた場合には、これを提示して、当該事業者から受

けたリコ メ ンド（ 条件に合った求職者情報の提供） 等による情報提供は、当該採用と は直接関係

がないという 認識であることを、資料をもって説明できるよう にしておきましょう 。

職業安定法指針の改正

〇複数の事業者から 成功報酬の請求を受けること（ 当該採用と 関係があるとの認識がない事業者からも 請求を受けること

等） の背景には、労働者から 事業者に採用報告をすること について、金銭等の提供（ 「 お祝い金」 等） による過度のインセ

ンティ ブが付与さ れていることがあげられます。このため、募集情報等提供事業者による労働者への金銭等提供は原則禁止

することとし まし た。

請求をめぐるト ラブル等を防止し 、求人者・ 求職者の方が、安心して民間人材サービスを利用できるよう にするため、

今般、職業安定法に基づく 指針が改正さ れることと なりまし た。（ 令和７ 年４ 月１ 日施行）

〇あわせて、募集情報等提供事業者は、そのサービスの利用料金や違約金について、発生条件や内容等を、求人者に対し

てわかり やすく 、明瞭かつ正確に記載し た書面または電子メ ール等により 、誤解が生じ ないよう にあらかじ め明示し なけ

ればならないこととなりまし た。（ 職業紹介事業者にも 同様のこと が求めら れます。）

〇なお、求人サイト の中には、一定期間は掲載無料のところ、当該期間経過後は有料での掲

載に移行するも のがあり 、そのこと が十分に明示さ れないまま、気がつかないう ちに有料

での掲載に移行し 、掲載料金の請求を受けるト ラブルも 生じ ています。今回の指針改正に

よる明示義務は、こうし たト ラブルについても 防止を図るも のです。

✓

✓

✓

✓

□  どの事業者のサービスを通じ て面接に至ったのか

□  当該労働者と 連絡や面接を行った日時や内容

□  採否結果の連絡方法・ 日時

□  事業者への成功報酬の支払日　 など

□  労働者を採用し たときの募集情報等提供事業者への報告（ その期限や方法を含む。）

□  労働者との連絡方法（ 連絡手段に関する制限の有無など）

□  情報提供を受けた労働者を他の機関経由等で採用した場合の扱い（ この場合にも 料金の支払いを求める定めはあるか、

　   　   その内容はどのよう なも のか）

□  違約金について（ どのよう な場合に違約金が発生するか、内容・ 金額）

□  返戻金について（ 早期退職の場合に、支払った料金の一部が返金さ れる定めはあるか、対象と なる期間や返戻率）

□  契約主体（ 当該求人事業所のみに適用さ れる契約なのか、法人全体に適用さ れる契約なのか）  

・ 労働者を採用し た場合、求人者から 募集情報等提供事業者への報告が求めら れる。

・ 面接等の日程調整や、採否結果の伝達など、労働者と の連絡はすべて募集情報等提供事業者のウェ ブサイト 上の

通信機能を使って行う こと が求めら れる。

・ これら の契約条項に違反し た場合には、違約金として、たとえば、成功報酬に相当する額や、別に定める定額を支払う

こと が求めら れる。  

○また、成功報酬型のサービスの契約に際しては、特に以下の事項に関する定めの有無および内容を、契約前に確認する

こと が重要です。

成功報酬型サービスの契約の特徴（ ※）

（ ※） すべての特徴があてはまるわけではありません。

✓

✓

✓

✓

✓

✓

令和 6 年1 1 月
監修： 溝田 友里（ 静岡社会健康医学大学院大学 准教授）

指針の改正に

ついて詳しく は

こちら→



医師・看護師などの医療従事者や介護従事者、保育士・幼稚園教諭などの採用にあたって雇用仲
介事業を利用し、契約や利用条件等を巡ってトラブルとなるケースがあります。
雇用仲介事業のサービスに関してトラブルが発生した場合には、最寄りの都道府県労働局『「医
療・介護・保育」求人者向け特別相談窓口』でご相談を受け付けています。

雇用仲介事業（職業紹介事業、募集情報等提供事業）の
利用でトラブルが発生した際は労働局へ︕

ご相談は労働局『「医療・介護・保育」求人者向け特別相談窓口』まで

医療機関や介護施設・保育所・幼稚園などの経営者・人事担当者の皆さまへ

LL061126需11・都道府県労働局

電話番号課 室労働局電話番号課 室労働局電話番号課 室労働局

086-801-5110需給調整事業室岡山076-265-4435需給調整事業室石川011-738-1015需給調整事業課北海道

082-511-1066需給調整事業課広島0776-26-8617需給調整事業室福井017-721-2000需給調整事業室青森

083-995-0385需給調整事業室山口055-225-2862需給調整事業室山梨019-604-3004需給調整事業室岩手

088-611-5386需給調整事業室徳島026-226-0864需給調整事業室長野022-292-6071需給調整事業課宮城

087-806-0010需給調整事業室香川058-245-1312需給調整事業室岐阜018-883-0007需給調整事業室秋田

089-943-5833需給調整事業室愛媛054-271-9980需給調整事業課静岡023-676-4618需給調整事業室山形

088-885-6051職業安定課高知052-685-2555需給調整事業第二課愛知024-529-5746需給調整事業室福島

092-434-9711需給調整事業課福岡059-226-2165需給調整事業室三重029-224-6239需給調整事業室茨城

0952-32-7219需給調整事業室佐賀077-526-8617需給調整事業室滋賀028-610-3556需給調整事業室栃木

095-801-0045需給調整事業室長崎075-241-3225需給調整事業課京都027-210-5105需給調整事業室群馬

096-211-1731需給調整事業室熊本06-4790-6319需給調整事業第二課大阪048-600-6211需給調整事業課埼玉

097-535-2095需給調整事業室大分078-367-0831需給調整事業課兵庫043-221-5500需給調整事業課千葉

0985-38-8823需給調整事業室宮崎0742-88-0245需給調整事業室奈良03-3452-1474需給調整事業第二課東京

099-803-7111需給調整事業室鹿児島073-488-1160需給調整事業室和歌山045-650-2810需給調整事業課神奈川

098-868-1637需給調整事業室沖縄0857-29-1707職業安定課鳥取025-288-3510需給調整事業室新潟

0852-20-7017職業安定課島根076-432-2718需給調整事業室富山

問い合わせ先︓都道府県労働局相談窓口

受付時間：8時30分～17時15分 （土・日・祝日・年末年始を除く）

【お知らせ】
令和７年４月１日から、職業安定法施行規則、同法に基づく指針が一部改正され、
職業紹介事業者、募集情報等提供事業者は次の事項を新たに遵守する必要があります

【職業紹介事業者】

・職種ごとの平均手数料率の実績を厚生労働省が運営する「人材サービス総合サイト」

に掲載すること

・違約金等契約内容をわかり易く明示すること

【募集情報等提供事業者】

・労働者になろうとする者への金銭提供の禁止

・利用料金や違約金等の契約内容を分かりやすく明示すること


